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番号 番号 番号

指標 −

基準年

指標 H29年度

指標 ー 指標 −

指標 −

指標 −

指標 ー 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 ー 指標 H29年度

基準年 指標 H30年度

指標 ー

基準年

指標 ー

指標 H29年度

指標 H29年度

基準年

指標 ー

指標 H29年度

基準年

指標 H29年度

基準年 指標 H29年度

指標 H29年度 指標 H29年度

指標 H29年度

指標 H29年度

指標項目
基準年

収納率が向上している

現年分徴収率（県平均）

滞納繰越分徴収率（県平均）

1

全国の徴収率の上位５割にあたる収納率
（人口規模別）の市町村数

現年度収納率が前年度より0.5ポイント以
上向上している市町村数

滞納繰越分収納率が前年度より2ポイント
以上向上している市町村数

H29年度

基準年
滞納処分が適切に執行さえている

（年間の執行停止件数・金額）

2 （年間の差押件数・金額）

指標項目
基準年

2

口座振替の利用が増えている

口座振替利用世帯数の割合

運営方針に定める収納率目標を達成した
市町村数

（市町村）多重債務相談窓口等との連携

生活困窮者自立支援相談機関等との連
携体制を構築している市町村数

差押等の滞納処分を実施している市町
村数

（財産調査を実施している市町村数）

徴
収

担
当

職
員
の
技
術
向
上

指標項目

基準年

11

（市町村）コールセンターの設置・活用

コールセンターを設置・活用している市町
村数

広

報

活

動

の

強

化

納期内納付について広報活動を行ってい
る市町村数

11

滞

納

者

の

状

況

に

応

じ

た

適

切

な

対

応

指標項目

12

（市町村）適切な滞納処分の執行

執行停止等の処理を行っている市町村
数

11

12

（県・市町村・国保連）広報共同事業を活用した
CM放映やポスター作成等

ー

（市町村）広報媒体を活用した納付に係る広報

納
付
環
境
の
整
備 7

コンビニ収納の促進

コンビニ収納を導入している市町村数

所得や資格喪失等の申告勧奨を行って
いる市町村数

指標項目
基準年

ー

10

（県）実務担当者向け研修の実施

（研修の実施回数、参加人数）

9

（県）実務担当者向け研修の実施

（研修の実施回数、参加人数）

8

市町村間の職員相互併任等の促進

指標項目

基準年

5

収納対策に関する情報収集・共有化

滞納処分に係る事例集の作成

収納率実績に応じ、県２号繰入金を活用した財
政支援の実施

指標項目
基準年

6

口座振替の促進

口座振替の申請勧奨を行っている市町
村数

3

各市町村において策定している「国民健康保
険料(税)収納対策緊急プラン」に掲げる収納対
策を着実に実施

ー

第５章　保険料(税)の徴収の適正な実施

Ｃ　取組 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

指標項目

基準年

1

（県）市町村の収納対策の取組状況を確認、要
因分析をし、必要な助言を行う

基準年

収
納
率
向
上
の
た
め
の

体
制
整
備

指標 − − 指標

−

2

収納率目標達成に向け要因分析を行い、必要
な対策について整理し収納率向上に取り組む

−

指標項目

1

収納率（現年度、一般被保険者分）が向上して
いる

4
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番号 番号 番号

指標 −

基準年

指標 H29年度

指標 ー

指標 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 −

指標 −

指
標

ー

指標 ー

指標 ー 基準年 基準年

1 1

指標 ー 指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 ー

指標 −

指標 ー 基準年 基準年

1 1

指標 ー 指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

基準年 基準年 基準年

1 1

指標 ー 指標 H29年度 指標 H29年度

療
養
費
支
給
事
務
の
適
正
化

指標項目

（市町村・国保連）保険者への給付の見える化
を進める。

−

（医療費通知へ療養費の給付記録を反
映させている市町村数）

ー

4

（県）事務処理マニュアル作成による療養費支
給事務の標準化

2

（市町村）患者実態調査を行う等、不正請求防
止対策に取り組む。

（患者実態調査を実施している市町村
数）

指標項目

−

ー

高

額

療

養

費

支
給

事

務

の

適

正

実
施

指標項目 指標項目

1

− −

ー ー

指標項目

指標項目

指標項目

−

ー

6

国保広報共同事業における第三者行為求償
の説明や傷病届提出義務の周知

（国保広報番組を活用した周知等）

7

各市町村のHPを活用した第三者行為求償の
広報や、傷病届提出義務の周知。

（ホームページを活用した広報を行ってい
る市町村数）

5

（市町村）担当者研修会へ参加し、第三者行為
求償事務の充実・強化を図る

（研修会への参加者数）

4

（県・国保連）先進事例の導入に向けた調査・
推進

−

（の第三者求償アドバイザーの活用件
数）

3

（県・国保連）担当者研修会等を開催し、第三
者行為求償事務の充実・強化を図る。

（研修会の開催日数）

（関係機関からの第三者行為求償案件の
情報提供数）

指標項目

ー

（国保連）小規模市町村に対しレセプトの二次
点検を受託する、

（レセプト二次点検委託市町村数）

−

2

（県・国保連）傷病届の早期提出等の取組強化

（市町村）高額療養費の支給申請勧奨の実施

（高額療養費の支給申請勧奨を実施して
いる市町村数）

ー

指標項目

1

（県）第三者行為求償事務の取組強化に資す
るよう調整、支援を行う

5

（県）柔道整復療養費、海外療養費等につい
て、先進的な取組、工事例等の情報提供を行
う。

3

（国保連へ求償事務の委託を行っている
市町村数）第

三
者
行
為
求
償
事
務
の
取
組
強
化

基準年

ー

（県）療養費支給事務の取組強化に資するよう
調整、支援を行う

−

−

2

（県）レセプト点検効果額の高い市町村に対し、
特別交付金を活用し取組を支援する、

指標 − −

指標項目

基準年

1

7

（国保連）保険者レセプト点検担当者説明会を
開催する。

−

5

（市町村）各地区協議会等において共同で事例
研修会を開催する。

（集団指導実施件数）

3

第６章　保険給付の適正な実施

Ｃ　取組 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

レ

セ
プ
ト
点
検
の
充
実
強
化

指標項目

基準年

1

（県）レセプト点検の水準向上に資するよう調
整、支援を行う

基準年

1

レセプト点検の一人あたり効果額

レセプト点検の一人あたり効果額（県
平均）

指標項目

基準年

1

（県）内容点検効果率が全国平均より低い等の
市町村に対し集団指導を実施する

（集団指導実施件数）

4

（県・国保連）レセプト点検職員を対象とした研
修会を開催する。

（研修会開催件数・参加人数）

6
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番号 番号 番号

第６章　保険給付の適正な実施

Ｃ　取組 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

指標 −

基準年 基準年

指標 ー 1 1

指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー

指標 −

指標 ー 基準年 基準年

1 1

指標 ー 指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 ー

指標 ー

指標 ー

指標 ー

指標項目

3

所得未申告世帯数が減少しているか −

ー

6

（県）日本年金機構との覚書の締結促進

4

（県）所得未申告世帯の調査・把握に関し、必
要な助言を行う。

ー

資
格
の
適
用
適
正
化
と

過
誤
調
整
等
の
取
組

指標項目

9
被保険者資格喪失後の喪失届出勧奨

（被保険者資格喪失届出及び被保険者
証返還に周知・勧奨を行っている市町村
数）

5

指標項目

指標項目

所得未申告世帯数が前年と比較し減少し
ている市町村数

基準年

（市町村）国民年金被保険者情報を活用した適
用の適正化

（日本年金機構と年金被保険者情報に関
する覚書を締結している市町村数）

7

被保険者の資格届出に係る周知・広報

（国保広報番組における周知回数）

8

（県）療養費支給事務の標準化

ー

ー

指標項目

2

（県）関係部局と連携した保険給付の再点検

− −ー

ー ー

県
に
よ
る
保
険
給
付
の
再
点
検
・
不

正
請

求
へ
の
対
応
等

指標項目

基準年

1

（県）広域的又は医療に関する専門的な見地
から行う保険給付の再点検

ー

3

（県）保険医療機関等による不正請求事案に係
る返還金の回収等

ー

（県）所得未申告世帯の調査・把握

（所得未申告世帯への申告勧奨を行って
いる市町村数）

1

（市町村）居所不明の被保険者に係る資格喪
失の確認事務について、住民基本台帳担当課
と連携を図り的確に行う。

居所不明被保険者に係る取扱要領を策
定している市町村数

2

（県）取扱要領の策定に必要な支援の実施

（不正請求事案に係る返還金の回収件
数・金額）
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番号 番号 番号

指標 − 指標 H29年度

指標 H29年度

指標 H29年度

基準年

指
標

−

指標 ー 指標 H29年度

指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー 指標 H29年度

指標 ー

指標 − 指標 H29年度 指標 H29年度

指標 H20年度

指
標

H29年度

指標 H29年度

指標 H20年度

指
標

ー 指標 H29年度 指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 H29年度

指標 H29年度

指標 ー

指標 ー

指標 −

指標 ー

指標 H２９年度

指標 ー

指標 ー

保

健
事
業
実
施
計
画
の
策
定
及
び
推
進

2

（県・国保連）データヘルス計画の推進にあた
り、国保データベース（KDB)を活用した取組を
行うよう助言する。

ー

指標項目

基準年

基準年

1

メタボリックシンドローム該当者及び予備軍
の減少

メタボリックシンドローム該当者及び
予備軍の割合（県平均）

指標項目

基準年

メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少

メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の
減少率が全国自治対の上位◯割に当たる数
値を達成している市町村数

指標項目

基準年

1

後発医薬品使用割合の使用割合が向上してい
るか

後発医薬品の使用割合（県平均）

後発医薬品の目標使用割合（８０％）を達成し
ている市町村数

指標項目

基準年

後発医薬品使用割合の使用割合が向上しているか

後発医薬品の使用割合が全自治体の上位１
割にあたる数値を達成している市町村数

基準年

1

特定保健指導実施率が向上しているか

特定保健指導実施率の県平均実施
率

基準年
特定保健指導実施率が向上しているか

特定保健指導実施率が前年度より５ポイ
ント以上向上している市町村数

第２期沖縄県医療適正化計画で定める特
定保健指導実施率の目標実施率（６０％）
を達成している市町村数
特定保健指導実施率が全自治体の上位
◯割に当たる数値を達成している市町村
数

特定検診受診率が全自治体の上位◯割
に当たる数値を達成している市町村数

指標項目

指標
第２期沖縄県医療適正化計画で定める特
定検診の目標受診率（６０％）を達成して
いる市町村数

特定保健指導実施率の県平均実施
率

特定健診受診率が前年度より３ポイント以
上向上している市町村数

1

（市町村）保健事業実施計画（データヘルス計
画）を策定し、効果的かつ効率的な保健事業を
実施する

（データヘルス計画策定市町村数）

3
（国保連）医療費分析に必要なデータについ
て、KDB等を通し情報提供する

ー

2

（県）特別交付金を活用し、医療技通知に取り
組む市町村への財政支援を行う。

ー

後発医薬品の差額通知を行っている市
町村数

糖
尿
病
の
重
症
化
予
防
の
取

組

指標項目

基準年

1

（市町村）医療費通知に保険者が支払った医
療費、受診した医療機関等を明記する。

（厚労省が定める標準項目を満たす医療
費通知を行っている市町村数）

2

（県）特別交付金を活用し、適正受診・適正服
薬に取り組む市町村への財政支援を行う。

ー

3

（県・市町村）お薬手帳の普及啓発を行う。

パンフレット等を用いてお薬手帳の普及
啓発を行っている市町村数

適
正
受
診

、
適
正
服
用
を
促
す
取
組

指標項目

基準年

1

（市町村）重複受診者や重複服薬者に対し訪
問指導等を行う。

（重複服薬者について抽出基準を設定し
文書通知等を行っている市町村数）

（頻回受診者について抽出基準を設定し
文書通知等を行っている市町村数）

前年度と比較して後発医薬品の使用割合が５
ポイント以上向上している市町村数

1

平成20年度と比較してメタボリックシンドロー
ム該当者及び予備軍の目標減少率（25％）を
達成している市町村数

1

指標
予防・健康づくりに関するわかりやすい情
報提供を行っている市町村数

−

7

（県）個人への分かりやすい情報提供の実施・
インセンティブの提供

（研修会の開催日数（再掲））

（県・国保連・市町村）広報共同事業を活用した
特定検診受診促進に係る広報

（県）特別交付金を活用した特定検診受診率向
上の対策に取り組む市町村に対する財政支援

（TVやラジオでのCM放送数等）

3

（国保連）後発医薬品の調剤実績や削減効果
実績の作成について必要となるデータの提供

ー

1

（市町村）後発医薬品の差額通知及び使用促
進の取組

差額通知前後で後発医薬品への切替確
認を行っている市町村数

2

（県）特別交付金を活用し、後発医薬品の使用
促進に取り組む市町村への財政支援を行う。

ー

特定保健指導実施率が向上しているか

（研修会の開催日数）

6

（市町村）個人への分かりやすい情報提供の実
施・インセンティブの提供

（予防・健康づくりに関するわかりやすい
情報提供を行っている市町村数（再掲））

3

4

2

H29年度
1

2

指標項目

指標項目

−

（市町村）被保険者に対する予防・健康づくりに
関するわかりやすい情報提供

後
発
医
薬
品
の
使
用
促
進
に
関
す
る
取
組

指標項目

基準年

5

（県）特定検診受診率向上のために必要な助
言や各種研修会の開催

第７章　医療費の適正化の取組

Ｃ　取組 Ｂ　中間アウトカム Ａ　分野アウトカム

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
険
指
導
実
施
率
等
の
向
上

指標項目

基準年

1
（県）先進的な事例の収集及び情報提供

指標項目

基準年

指標項目

基準年

特定検診保健指導未受診者対策事業メ
ニュー実施市町村数

特定健診受診率が向上しているか

1
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